



























































































































































































16) 一般的なものとして、 Ex.Marie-Christine Lebreton， L'enfant et la responsabili胎 civile，
th. Rouen， pref. Yvonne Flour， Publications des Universites de Rouen et du Havre， 1999 : 
Denis Mazeaud， Famille et responsabilite (Reflexions sur quelques aspects de <1' ideologie 
de la r・eparation)，in， Etudes offertes a Pierre Catala， Le droit francais a lafin du XXe siecle， 
Litec， Paris， 2001， pp.569 et s. : Stephanie Pons， La r・eceptionpar le droit de la famille de 

























17) かつての家団論や家族共同生活体論のように(末弘厳太郎 f民法雑考.] (日本fil論社・
1932年)、 i司『民法雑記帳.] (日本評論社・ 1940 年)、|可 f続民法雑記Ipl~.] (1ヨ本評論社・





















































する PTSD等の精子Ijl疾患と損害賠償責任 (1)~ (6) 一一ー lî~î接被害論・賠償範間論の一帰納
的考察j都法42巻2号 (2002年)43頁以下、43巻1号229頁以下、2号 (2003年)57頁以下、




































































1897年)874頁、 i時松参太郎(富井政章校陪)日:同事民法理由下巻 (9版)j (有斐 I~J書房・
1899年)次472頁〔初版・ 1897年〕等。
32) 好美・前掲注 (30)729頁、同「慰謝料請求権者の範i羽」有泉亨監修工坂井芳雄編 f現































































































































45) 盛問地:J:U昭和31年5J=J 31 El下民集7巻5号1438頁(肯定)、東京地判昭和36年4月25
日下民集12巻4号866頁(肯定)、千葉地判昭和38年7月四日判時368号62頁(肯定)等、
多数の裁判例がある。

























































































































































































































































































































題状況概観(その 1)J横浜国立大学人文紀要第1類哲学・社会科学23号 (1977il:) 3頁、
藤藤修「交通事故による胎児の死亡と父の慰謝料-J商大論集39巻1= 2号 (1987年)83頁、
野村好弘「胎児の法的地位〔日本不法行為法リステイトメント⑬)Jジュリ 903号 (1988年)






















79) 議論の概要については、裁判例も含め、前回遠明 f愛と家族とJ(成文堂.1985年)5 





































































85) 宗宮信次『不法行為論j(有斐i調・ 1935年) 373 頁〔初出・ 1934 I，r::) 等。 rìíT掲・大:1~lJ 1開


























































奥田昌道ほか編 f民法学7{親族・相続の重要問題}j (有斐i顎・ 1976年)91真、島津一郎
「不貞行為と損害賠償一一配偶者の場合と子の場合j判タ 385号 (1979年)123頁、前田・
前掲注 (79)302頁以下等。









































































































































































































































112)この点を特に強調するものとして、島津.i'Ii掲注 (90) 121 頁以下、水野紀子「最~I:IJ 1日
手1]54年3月30日・判批J法協98巻2号 (1981年)162頁以下、有地亨「不倫をめぐる損害
賠償請求の諸問題」ヶ研242号 (1995年) 12 頁以下、二宮周平「東京地判平成 10~1三 7 月 31



























































































































122)打liJI.前掲注 (101)138真、向「大阪地裁堺支'IJI併158 :(1 3 J:23 1:1・判批J'I:Jタ507

























































130) この点を明確に述べるものとして、二宮・前掲注 (112)112頁1:)、下、 i言J.前掲注 (113)































































































































144) 最判平成 8年 6)~ 18日家)=J48巻12号39頁(ただし、権利政府により不貞行為の相手方
に対ーする損害賠償請求を棄却した事例)等。
145) 認知諮求との関連で、前掲・大阪高~j:lJ昭和44{!: 6)~ 24 1:1等を、損害賠償'請求との関迷で、
LI形地判J!H:fn45 {!三1月29日判Il寺599号76頁等を、貸金返還請求との関連で、東京高判J!B
和56年 10月22日判1寺1026号91頁等を参照。
146)水野.HiI掲注 (112)160頁以 i亡、二宮.HiI掲注 (113)付IJ批J128頁以下等。
147)水野紀子「最判平成8年3)=J26日・判批J民商116巻6号 (1997年)108頁}JT等。
148)大判i昭和 15年7月6日民集19巻1142頁。
149)最判IJB:fIJ44年9月26自民集23巻9号 1727真。
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論説(白石)
に、貞操を問題にすることも 151)、不法の程度を比較することも必要でな
い四、153)。次に、不貞行為以外の場面について、本稿では、従前の議論の再定
式化からのアプローチが採用されたために、死者との関わりが問題となる場面
だけが取り上げられたが、生存する家族との関わりが問題となる場面であって
も、その関係が侵害されたことにより、自己の人格の実現が妨げられるような
場合であれば、②の考え方を妥当させてよい。これに対して、①一2は、基本
的に不貞行為の場部だけを対象とするものである。
Iのまとめ
Iでの検討成果を、家族の捉え方という観点からごく簡単に整理しておく。
「家族の保護jの場面では、③家族としての身分や地位(，家族としての保護J
における②-1、「家族に関わる保護jにおける①)、③家族との関わりの中に
おける個人(，家族としての保護」における②-2、「家族に関わる保護Jにお
ける②)、。家族から切り離された偶人 (1家族としての保護jにおける③(お
よび①の一部)、「家族に関わる保護Jにおける否定説)のいずれに着目して民
事実任法上の議論を構築するのかが関われる。それぞれの考え方において考慮
されるべき点をまとめると、以下のようになる。
まず、③について見ると、身分や地位それ自体に着目するだけでは「家族の
保護jの問題に十分な対応をすることができないとして、これらの中に家族棺
150)家族の枠を検討する際にも言及したように、本文のような評価を行うためには、主iに
男女関係が存在したというだけでは足りない。その意味で、②の発想から損害賠償請求が
認められる場面は非常に限定される。
151)この場面では、貞操というものからの離脱が考えられるべきであるし仮に貞操とい
う発想にこだわるとしても、そもそも、自らの意思に基づいて形成した男女関係が問題と
なる局面でそれを語ることには違和感がある。
152)近1寺の裁判例の中には、不法の程度を比較する枠組を採用せず、かつ、貞操ではなく
人格権の侵害を問題にしたものが存在する。東京地判平成27年1月7日半IJIl寺2256号41頁
がそれである(この裁判例については、 1m稿・前掲注 (4)37頁でも言及した)。
153)もちろん、②以外の一般的な人格権等の侵害が認められれば、不貞行為の相手方は、
それに基づき損害賠償を請求することができる。
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民事責任法と家肢(1)
互の関係を意識した内容を組み込んでいくこと、その場合に家族内における他
人の I~律に制約が諜せられうること、民事責任法の領域において身分や地位に
対応した形で画一的に家族の枠を設定すること、そして、身分や地位について
は家族法による規律がある中で民事責任法がこれらを直接的に扱うこと等の当
否が検討課題となる。次に、。においては、「家族の保護jに関わる問題が完
全に家族から切り離され個人の領域に属することになる。そうすると、この場
合には、身分や地位はともかく、それらとは加に存在すると思われる家族の意
義というものを考慮に入れなくてよいのかが関われる。最後に、③において、「家
族の保護J に関わる問題は、緩やかに偶人化された JI~で捉えられる。この場合、
民事責任法の領域において、身分や地位に関わりつつもそこからは切り離され
た家族というものに一定の意味を認めること、身分や地位とは独立した形で柔
軟な家族の枠を設定すること等の当否がI1J'われるほか、こうした形での議論に
より家族法の規律の意義が希釈化されないよう配慮することが要請される。
「家族の保護J、「家族に対する保護」と「家族に関わる保護J、これらの1:二Iに
おける個々の具体的問題に対する本稿の立場については、すでにこれまでの行
論からある1主度は明らかとなっているようにも忠われるカ人 Eの「家族の責任J
における検討‘結果を踏まえ、かつ、民事責任法の枠組という観点からの考察も
参照しながら、「おわりにJの仁|二iで提示する。
{付記}本稿は、科学研究費補助金・若手研究BI民事責任法と人・家族一ー
その変容と現代におけるあり方-J(諜題番号25780067)の研究成果の一部
である。
(しらいし・ともゆき 筑波大学法科大学院准教授)
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